













































































































kasuikei.html）2020/10/1  Last accessed.
2 ） 豊中市「年齢別人口」（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/toukei_joho/jinkou_toukei/nenreibets 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































12003000 -Shakaiengokyoku-Shakai-Chiikifukushika/0000033927_1 .pdf）2020/4 /29 Last accessed.
8 ） 豊中市「民生委員・児童委員」（https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kenko/chiiki/chiikifukushi/minsei.
html）2020/1 /10 Last accessed.
9 ） 法務省「更生保護を支える人々」（http://www.moj.go.jp/hogo1 /soumu/hogo_hogo04 .html）2020/5 /1  
Last accessed.




















































































































































































































2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
市民公益活動関連決算額（円） 10,948,601 27,163,388 26,985,400 32,307,154 38,328,918 38,553,057 46,100,546 39,329,493
人　　　口 390,254 391,536 394,004 394,983 394,495 396,014 397,490 398,295
世　帯　数 167,922 169,155 171,027 172,225 170,274 171,791 173,442 174,578
一人当たり充当額（円） 28.06 69.38 68.49 81.79 97.16 97.35 115.98 98.74
世帯当たり充当額（円） 65.20 160.58 157.78 187.59 225.10 224.42 265.80 225.28
出所：豊中市（2019）より筆者作成
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4-4　とよなか地域創生塾
「とよなか地域創生塾」は2017年から豊中市が主催する地域課題の解決を実践する人材育
成を目的とした事業である。本事業の草案は2015年度から検討が開始され、2020年度で 4年
目を迎える有料講座である。本講座の特徴は、地域の魅力を創造し実践できる人材の育成を
目指しているが、地域自治、ソーシャル・キャピタル、組織経営、コミュニケーション力や
企画力の育成など、学習と理論の実践を目指す。また、参加者が交流しながら事業企画を立
案するなど、実践的な取り組みが多い点で特徴がある。
本事業では、卒塾後も新規または在塾中に立ち上げたグループ企画を組織として維持し、
経営できる能力を養うために、経営資源としてのネットワーキングを重視する。受講者は大
学教員やNPOなど、各分野の専門家から理論を学ぶほか、地域の既存組織、企業、参加者
間のネットワーキングに積極的に取り組ませている。また、豊中市が有する複数の支援体制
を活用できるよう、起業支援、コーディネーターによる助言や相談体制が備えられている。
市役所の複数の部局や教育委員会なども連携しており、卒塾後に即座に活動できる体制を得
ることができる。主催者による2019年 5 月時点の卒塾生の活動調査では、初年度、2年目の
卒業生のうち従来からの活動者計13名に加え、16名の新規人材が活動に参加していること
が確認されている。そのほか、卒塾生の多くが活動を継続しており、中には新たにコミュニ
ティービジネスを起業するもの、他の組織との連携や新しい事業を進めるもの、組織の活動
人数や会員数を増加させているものなど、一定の成果がみられる。
本事業は、地域自治組織や既存の市民活動組織と異なり、より専門的で高度な経営手段を
用いて地域課題の解決や地域の魅力を創出させようとするものであり、今後は、地域の他の
組織との実践的な連携体制の構築や地域自治組織との連携による創造的な地域活動への発
展も期待される11）。
5 　考察と今後の課題
本研究では、個人レベルでの市民活動組織の位置づけを一元的に把握する方策について探
索的に検証を試みたが、実際には、表中の市民活動組織の大半には、地域間連携を目的とし
た広域協議会などが設置されている場合が多く、組織の役員や代表者はこれらの会合への出
席も求められる。例えば、青少年健全育成会は、青少年健全育成協議会（全体会）を設置し
ており、各地区の青少年健全育成会から役員や代表者が出席を求められると想定されるが、
本研究では、その検証には至っていない。ただし、調査の結果、表 2のうち、消防団と公民
分館長のみ有償であるが、その他の活動については、委託事業を受託した場合や有償で個人
に業務が委嘱される場合を除いて、活動の大部分は市民の無償のボランティア活動によって
支えられている。本研究では、データの制約により検証されていないが、先行研究の指摘を
11） 本事業に関する記述は、2018年から2019年に複数回実施された市担当者による事業説明及び説明資料、
過年度の事業報告書、追跡調査資料、市担当者へのヒアリング、各種プログラム、シンポジウム等への参
与観察によって得られた情報に基づく。これらの調査によって得られた情報の研究における利用について
は、関係者より許諾を得ている。
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考慮すれば、組織や人材の膠着化により、個人レベルでは、同一人物が複数の組織の代表者
や役員を数年に渡り兼務しているケースについても今後検証の余地があろう。
6 　おわりに
本稿で明らかにされたように、地域自治においては、すでに多様な組織が存在しており、
それらを把握していくことは、地方公共団体にとっても効率的な地域経営に資する有益な情
報となるだろう。しかしながら、市民の主体的な参加については、自治会をはじめとする地
域の基盤組織の持続性と活性化を図りつつ、地域自治組織のように地域包括的で柔軟な自主
活動組織と交付金や助成金による活動財源の創造的な活用も期待される。さらに、とよなか
地域創生塾が目指す地域の課題や魅力を発見しうる基礎的な組織運営能力を備えた組織と
の連携も一考に値する。このように、既存の市民活動組織を発展させるだけでは、地域の課
題解決や住民活動を活性化させることは容易ではない。市民が主体となって、多様な市民活
動組織を有機的に連携させながら、地域活動を包括するプラットフォーム機能と権限を有す
る組織を新たに設置する方策として、豊中市における一連の取り組みは他地域においても参
考になるだろう。
特に、本稿では、住民による主体的な地域自治の促進とそれらを担う人材育成について、
豊中市ととよなか地域創生塾に着目し、地域における既存の市民活動組織を洗い出し、組織
間の関係性や個々の組織の特徴を再定義することによって、地域自治組織のあり方と関連施
策について考察した。既存の市民活動組織を包括する地域自治システムの構築では、地域自
治に関与する広域な組織の機能と役割に対する市民参加の促進が求められるが、既存の市民
活動を支援するだけではなく、新たに創造的な活動や活動を担う人材の育成も進める必要が
ある。本研究で参照した人材育成事業の卒塾生の中には、すでに新たなコミュニティービジ
ネスを立ち上げた人材や受講中に形成された住民間ネットワークを活用した取り組みも確
認されている。
ただし、これらの萌芽的な活動が、地域社会の抜本的な課題解決に至るには一定の時間と
規模を要する。そのため、地域自治を支える創造的な人材の育成という点においては、卒塾
生の活動や動向、地域自治への参加状況といった活動について、中長期的なデータ収集と分
析、実践者に対する部局横断的なフォローアップを行いながら評価を行う必要があり、その
具体的な方策を引き続き探求していくことが本稿の残された課題である。
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